
【普通会計の状況】　

●財政力・歳入構造の自立度・安定度　（⇒財政的な基礎体力はどうなっているか。） （単位：百万円、％）

順位

財政力指数　 0.57 0.59 0.61 0.63 0.65 0.33 2 0.10 ↑      

自主財源比率 43.9 42.8 51.7 52.2 50.6 29.8 2 6.7 ↑      

地方税額 11,478 11,069 11,291 11,903 11,950 472 ↑      

地方税の歳入割合 29.1 29.9 36.1 37.9 38.2 23.6 2 9.2 ↑      

市町村税の徴収率 91.2 90.3 90.1 90.7 92.3 91.9 14 1.1 ↑      

国保税の徴収率 75.8 73.3 73.3 73.5 74.8 75.0 25 ▲ 1.0     ↓

地方交付税額（臨財債含む） 8,628 9,049 7,596 7,017 6,679 ▲ 1,949     ↓

交付税依存度 21.8 24.4 24.3 22.3 21.4 35.6 2 ▲ 0.4 ↑      

（参考）H19財政力指数 0.67

実質収支比率 1.9 1.8 1.8 1.3 1.5 3.4 33 ▲ 0.4     ↓

実質単年度収支比率 ▲ 1.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.5 0.2 ▲ 0.2 15 1.4 ↑      

基金現在高 7,225 6,962 6,354 5,032 4,191 ▲ 3,034     ↓

　うち財政調整基金 895 896 897 898 900 5 ↑      

　うち減債基金 4,748 4,470 3,833 2,608 1,922 ▲ 2,826     ↓

基金残高倍率 32.1 32.0 30.5 24.2 19.8 20.1 22 ▲ 12.3     ↓

一借限度額（普通会計） 3,000 3,000 3,000 3,000 4,000 1,000     ↓

一借限度額倍率 13.3 13.8 14.4 14.4 18.9 21.6 18 5.6     ↓

※分母となる標準財政規模には、臨時財政対策債発行可能額分を加算している。（以下の比率において同じ。）

歳出決算額 38,767 36,621 30,930 31,057 30,907 ▲ 7,860     ↓

歳出決算倍率 172.0 168.3 148.6 149.2 146.2 155.6 20 ▲ 25.8 ↑      

経常収支比率 82.2 81.7 89.4 89.5 89.4 89.8 16 7.2     ↓

人件費の比率 25.5 24.5 26.3 25.8 24.6 27.6 7 ▲ 0.9 ↑      

物件費の比率 15.4 14.9 16.3 16.0 16.6 11.2 34 1.2     ↓

維持補修費の比率 3.6 3.2 2.4 2.5 1.9 1.2 30 ▲ 1.7 ↑      

扶助費の比率 3.7 4.2 5.0 5.0 5.8 4.8 23 2.1     ↓

補助費等の比率 8.6 8.6 9.3 9.6 9.6 12.0 6 1.0     ↓

公債費の比率 18.0 18.8 21.7 22.2 21.0 24.3 6 3.0     ↓

繰出金の比率 7.4 7.6 8.4 8.1 9.8 8.6 22 2.4     ↓

経常収支比率（公債費除き） 64.2 62.9 67.7 67.3 68.4 65.5 27 4.2     ↓

●人件費と公債費の適正度　（⇒財政硬直の最大要因である人件費、公債費の状況はどうなっているか）

職員数 749 726 714 701 684 ▲ 65 ↑      

　うち普通会計関係 671 650 637 621 607 ▲ 64 ↑      

　うち企業会計等会計 78 76 77 80 77 ▲ 1 ↑      

職員１人当たりの人口 123.5 127.6 130.3 133.1 136.7 95.8 4 13.2 ↑      

ラスパイレス指数（給与水準） 98.0 96.1 96.8 97.3 96.9 95.0 30 ▲ 1.1 ↑      

公債費負担比率 15.1 16.5 18.7 19.1 18.6 21.2 6 3.5     ↓

実質公債費比率（３ヵ年平均） 15.8 17.1 14 1.7     ↓

※　職員数・ラスパイレス指数は、(n+1)年度４月１日現在であること。 （参考）H19実質公債費比率 17.5

歳出に占める普通建設事業費の割合 28.6 26.3 10.8 10.9 10.1 13.4 26 ▲ 18.5     ↓

　うち単独事業 20.7 21.3 8.8 9.1 6.3 8.7 26 ▲ 14.4     ↓

元金償還額（臨財債を含む） 2,995 3,308 3,795 3,979 3,730 735     ↓

地方債発行額（臨財債を含む） 7,461 7,584 2,802 2,405 2,678 ▲ 4,783 ↑      

地方債残高（臨財債を含む） 44,522 48,798 47,805 46,230 45,178 656     ↓

プライマリーバランス（発行額/償還額） 249.1 229.3 73.8 60.4 71.8 87.1 19 ▲ 177.3 ↑      

地方債現在高倍率 197.5 224.3 229.7 222.0 213.6 216.7 19 16.1     ↓

※地方債残高にはNTT債を含まないので、前年度との差引きが合わない場合がある。

●将来の財政負担の状況　（⇒将来的な財政負担の状況（ストック）はどうか。）

44,522 48,798 47,805 46,230 45,178 656     ↓

1,955 1,767 1,914 6,863 1,778 ▲ 177 ↑      

7,225 6,962 6,354 5,032 4,191 ▲ 3,034     ↓

39,252 43,602 43,365 48,061 42,765 3,513     ↓

将来財政負担比率 174.1 200.4 208.4 230.8 202.2 212.7 20 28.1     ↓

【国保等事業会計の状況】　※国保（事業勘定）、国保（直診勘定）、老人保健、介護保険、介護サービスの特別会計

●収支の状況

全会計の実質収支合計額 981 755 475 236 207 ▲ 774 ↑      

上記の標財規模に対する割合 4.3 3.5 2.3 1.1 1.0 1.6 28 ▲ 3.3 ↑      

介護（サービス） 0 0 0 0 ▲ 4 ▲ 4     ↓

0     ↓

※　「赤字事業」は、平成18年度決算において実質収支が赤字となっている事業を掲げていること。

●一般会計等からの繰入金の状況

1,399 1,496 1,560 1,638 1,719 320     ↓

上記の標財規模に対する割合 6.2 6.9 7.5 7.9 8.1 8.3 16 1.9     ↓

国保（事業） 492 512 504 532 538 46     ↓

老人保健 360 390 414 451 476 116     ↓

介護（事業） 538 579 642 655 699 161     ↓

介護（サービス） 0 0 0 0 5 5     ↓

0     ↓

【公営企業の状況】

●収支の状況　　※法非適は実質収支、法適用は純損益。

全会計の収支合計額 ▲ 1,894 ▲ 2,578 ▲ 3,461 ▲ 3,164 ▲ 3,556 ▲ 1,662     ↓

上記の標財規模に対する割合 ▲ 8.4 ▲ 11.8 ▲ 16.6 ▲ 15.2 ▲ 16.8 ▲ 1.0 35 ▲ 8.4     ↓

特定公共下水道（法非適） ▲ 408 ▲ 408 ▲ 408 ▲ 408 ▲ 408 0     ↓

宅地造成事業（法非適） ▲ 1,649 ▲ 2,351 ▲ 3,258 ▲ 3,011 ▲ 3,433 ▲ 1,784     ↓

0     ↓

0     ↓

●一般会計等からの繰入金の状況

全会計の繰入金合計額 1,612 1,821 1,706 1,728 1,850 238     ↓

上記の標財規模に対する割合 7.2 8.4 8.2 8.3 8.7 8.4 23 1.5     ↓

うち基準外繰入金合計額 1,043 1,192 1,011 1,055 910 ▲ 133 ↑      

公共下水道(法非適） 643 723 467 521 516 ▲ 127 ↑      

特定公共下水道(法非適） 34 59 33 61 45 11     ↓

農業集落排水(法非適） 196 240 248 275 141 ▲ 55 ↑      

宅地造成(法非適） 100 100 100 50 100 0     ↓

駐車場(法非適） 0 0 112 128 108 108     ↓

0     ↓

※　「基準外繰入企業」には、平成18年度決算において「基準外繰入金」のある企業を掲げていること。

193536 157028 155332 185213 3575

7122 7242 8747 27266 24827

【一部事務組合等への財政支援等の状況】　　※負担金、補助金、貸付金の状況

1,553 1,521 1,554 1,547 1,572

0 0 0 0 0

※「貸付金計」には、平成18年度決算において「貸付残高」のある組合等を掲げていること。

【土地開発公社への財政支援等の状況】　　※負担金、補助金、貸付金の状況

補助金、負担金計 145 145 150 150 100

貸付金計 150 150 150 10 10

※平成18年度末の債務補償額：北上地区広域土地開発公社　9,945百万円

【第三セクターへの財政支援の状況】　　※補助金、貸付金の状況

北上ケーブルテレビ株式会社(補助金） 20 20 19 8 8

和賀有線テレビ株式会社（補助金） 179 11 10 4 4

※平成18年度決算において、補助金、貸付金がある企業を掲げていること。
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●プライマリーバランスと地方債残高の状況　（⇒プライマリーバランスの黒字が確保されているか、結果として地方債残高はどうなっているか）
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公債費分（県平均）    　　24.3
公債費以外 （県平均）　　65.5
 経常収支比率（県平均）  89.8

県平均

県平均

領域A領域B

領域C 領域D

【領域A】
○公債費分、公債費分以外ともに比率が
高い状況で、徹底した行革努力により、経
常収支比率引下げの必要あり。
○行革による捻出財源は、繰上償還又は
積立金として公債費負担の軽減に活用す
る必要あり。

【領域B】
○公債費以外の比率が比較的高い状況
で、行革努力により、財源捻出の可能性
あり。
○実質公債費比率や将来負担比率が低
い場合には、捻出財源は、新たな投資の
償還財源として活用する余地あり。

【領域D】
○公債費分の比率が高く、公債費分以外
は低い状況から、行革努力による財源捻
出の可能性は低い。
○公債費が逓減するまで、新たな投資は
極力抑制する必要あり。

【領域C】
○比較的健全な状態である。
○経常的経費が極端に増嵩しない範囲
で、柔軟な財政運営が可能。

県平均ライン

経常収支比率95％ライン

経常収支比率85％ライン

県平均

【領域A】
○現在、将来とも、公債費等が財政を圧
迫している状況。
○しばらくの間、新たな財政負担は、回避
する必要あり。
○借換債の発行は単なる先送りとならな
いよう留意。

【領域B】
○現在の公債費負担は軽いが、将来負
担は重い状況。
○将来負担に備えて基金を積み増す等
対応が必要。

【領域C】
○比較的健全な状況。
○今後とも、的確な財政見通しのもと、健
全財政を維持する必要。

【領域D】
○現在負担は重いが、将来負担は比較
的軽い状況。
○借換債の発行により公債費負担を平
準化することも可能。
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領域D

領域C

領域Ｂ

【領域A】
○企業債残高が多く、繰入金も多額で、
一般会計の大きな負担となっている状
況。
○公営企業の経営健全化により、一般会
計負担を軽減化する必要。

【領域Ｂ】
○企業債残高は多いが、繰入金は比較
的少額で、一般会計の大きな負担とは
なっていない状況。
○一般会計負担が増嵩しないよう公営企
業の健全経営を維持する必要。

【領域Ｃ】
○企業債残高は少なく、繰入金も比較的
少額で、一般会計の大きな負担とはなっ
ていない状況。
○ただし、公営企業による行政サービス
水準が適切であるか検証する必要あり。

【領域Ｄ】
○企業債残高は少ないが、繰入金は多額
で、一般会計の大きな負担となっている状
況。
○公債費負担以外への繰入が多額となっ
ている可能性あり。妥当な繰入であるか検
証する必要あり。

将来負担比率（県平均） 212.7
実質公債費比率18％以上
⇒地方債許可団体

繰入金/標財（平均）    　　　　  8.4
企業債残高/標財（平均）　　154.9

県平均

県平均


